
特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

５

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 計画推進

基本施

度

策 行政経営
施策体系

施

　

策の内容 効率的な行政

刈

運営

目
　
　
　
的

　各課

谷

で抱えている職員のみ

市

では解決できな

主
た
る

事

内
容

　顧問弁護士又は

務

他の弁護士に業務上必

事

要な
い問題について、

業

専門家に相談し事務の

評

円滑 法律相談をする。

価

化を図る。

位
置
づ
け

関

シ

連計画  

根拠法令  

対

ー

象者 市職員 事業期間 ～

ト

実施方法 □直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

総

２２年度実績 ２３年度

務

実績 ２４年度実績 ２５

部

年度計画

相談件数及び

一

回数11件14回 相談

般

件数及び回数15件1

会

9回 相談件数及び回数

計

17件19回

法律関係

弁

の諸問題について、顧

護

問弁護士又はその他の

士

弁護士に相談し、事務

相

の円滑化を図っている

談

。

成果

(できたこと)

事

　
課題

(できなか 

 

業

ったこと)

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

２年度 ２３年度 ２４年

課

度 ２５年度 ２７年度

 

総

指標
 

指標
 

他市との

務

比較検証

文書課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

文

円
２２年度 ２３年度 ２

書

４年度 ２５年度 ２４年

法

度

（決算） （決算） （

規

決算） （予算） 事業費

係

内訳

事業費　① 1,1

2

34 1,156 1,1

1

34 1,344 合計 1

1

,134,000 円
委託料 1,134,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,134 1,156 1,134 1,344

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 1,134 1,156 1,134 1,344

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度



85 8,438 7,996 役務費 16,640,849 円
委託料 81,828,174 円

一般財源 133,629 153,300 152,838 165,914 使用料及び賃借料
6,650,979 円

職員人件費　② 3,262 4,307 4,952 5,895

総事業費（①＋②） 142,053 165,792 166,228 179,805

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料
高架下倉庫貸料

２６年度以降の事業費見込 0 資源売却収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

５

　
概
　
要

総合計画
分野

年

計画推進

基本施策 行政

度

経営
施策体系

施策の内

　

容 効率的な行政運営

目

刈

　
　
　
的

　市役所庁舎

谷

の維持管理を行い、市

市

民の利用

主
た
る
内
容

　

事

市役所庁舎の空調や照

務

明などの適正管理の
し

事

やすい環境を保つ。 他

業

、各種設備の保守管理

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 来庁者、市職員 事業

ー

期間 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２２年度実績 ２

総

３年度実績 ２４年度実

務

績 ２５年度計画

庁舎移

部

転前は刈谷市役所本庁

一

市役所庁舎を適切に管

般

理し、 市役所庁舎を適

会

切に管理し、 市役所庁

計

舎を適切に管理し、
舎

庁

、南庁舎を、移転後は

舎

新庁 来庁者に利用しや

管

すい環境を 来庁者に利

理

用しやすい環境を 来庁

事

者に利用しやすい環境

業

を
舎を適切に管理し、

担

来庁者に 保った。 保っ

当

た。 保つ。
利用しやす

課

い環境を保った。

庁舎

総

について、来庁者に適

務

切な利用環境を提供し

文

た。

成果

(できたこと

書

)

課題

(できなか 

 

課

ったこと)

指標名称（

款

単位）
実績値 目標値

２

項

２年度 ２３年度 ２４年

目

度 ２５年度 ２７年度

 

担

指標
 

指標
 

他市との

当

比較検証

係 総務係

2 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 138,791 161,485 161,276 173,910 合計 161,275,957 円
需用費 56,155,955 円

財
　
源

特定財源 5,162 8,1



事業費内訳

事業費　① 4,854 923 2,207 2,531 合計 2,207,154 円
委託料 2,207,154 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,854 923 2,207 2,531

職員人件費　② 725 1,077 1,061 958

総事業費（①＋②） 5,579 2,000 3,268 3,489

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

　来庁者

谷

駐車場等の景観を保持

市

し、市役所に

主
た
る
内

事

容

　駐車場等の樹木の

務

管理業務
ふさわしい環

事

境を維持する。

位
置
づ

業

け

関連計画  

根拠法令

評

 

対象者 来庁者 事業期

価

間 ～

実施方法 ■直営　

シ

■委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２２年度実績 ２３

当

年度実績 ２４年度実績

部

２５年度計画

市役所駐

総

車場の適切な運用の 6

務

月に平面駐車場が完成

部

するま屋上緑化を含め

一

た市役所駐車 屋上緑化

般

を含めた市役所駐車
た

会

め交通誘導員を配置。

計

樹木 では、来庁者駐車

駐

場の適切な 場等の樹木

車

について、害虫駆 場等

場

の樹木について、害虫

等

駆
の適切な管理の実施

管

。 運用のため交通誘導

理

員を配置 除、清掃等適

事

切な管理を実施 除、清

業

掃等適切な管理を実施

担

。また、除草を適宜実

当

施。 。また、駐車場内

課

の高木剪定 する。
を実

総

施。

市役所来庁者用駐

務

車場について、適切な

文

樹木管理による景観保

書

持ができた。

成果

(で

課

きたこと)

駐車場内の

款

高木について、数年に

項

一回伸張枝の剪定を行

目

う必要があるので、別

担

途予算要求をする必要

当

がある。
課題

(できな

係

か 

 ったこと)

指標

総

名称（単位）
実績値 目

務

標値

２２年度 ２３年度

係

２４年度 ２５年度 ２７

2

年度

 
指標

 
指標

 
他

1

市との
比較検証

1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算）



請負費 1,612,800 円

一般財源 1,661 2,502 6,299 7,000

職員人件費　② 362 718 3,183 3,316

総事業費（①＋②） 2,023 3,220 9,482 10,316

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

５

　
概
　
要

総合計画
分野

年

計画推進

基本施策 行政

度

経営
施策体系

施策の内

　

容 健全な財政運営

目
　

刈

　
　
的

　必要に応じた

谷

サインの変更など、行

市

政サー

主
た
る
内
容

　必

事

要に応じ、庁舎の修繕

務

及び改修工事を行
ビス

事

を円滑に行うための庁

業

舎環境を整える。 う。

評

位
置
づ
け

関連計画  

根

価

拠法令  

対象者 来庁者

シ

、市職員 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

２年度実績 ２３年度実

総

績 ２４年度実績 ２５年

務

度計画

旧庁舎では老朽

部

化した庁舎の 組織改正

一

などへの対応を実施 人

般

事異動や業務の変化に

会

伴う 人事異動や業務の

計

変化に伴う
維持や、各

庁

課の業務遂行に必 した

舎

。 設備の変更を適切に

補

行った。 設備の変更を

修

適切に行う。
要な修繕

事

などを行い、新庁舎 ま

業

た、必要に応じて庁舎

担

の修
では組織改正など

当

に必要な修 繕及び改修

課

工事を行う。
繕を行っ

総

た。

市役所1階の正面

務

玄関展示スペース設置

文

工事ほか、設備の改修

書

を行った。

成果

(でき

課

たこと)

課題

(できな

款

か 

 ったこと)

指標

項

名称（単位）
実績値 目

目

標値

２２年度 ２３年度

担

２４年度 ２５年度 ２７

当

年度

 
指標

 
指標

 
他

係

市との
比較検証

総務係

2 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,661 2,502 6,299 7,000 合計 6,299,475 円
需用費 4,686,675 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事



5 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 1,359,582 円

一般財源 1,257 1,625 2,096 4,417

職員人件費　② 362 359 2,476 2,432

総事業費（①＋②） 1,619 1,984 4,572 6,849

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

　庁用備

谷

品等を一括購入し、総

市

務文書課で一

主
た
る
内

事

容

　主に事務用や会議

務

用の机と椅子を総務文

事

書
括管理することによ

業

り、事務環境の充実を

評

図 課で一括購入する。

価

る。

位
置
づ
け

関連計画

シ

 

根拠法令  

対象者 市

ー

職員 事業期間 ～

実施方

ト

法 ■直営　□委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２２年

総

度実績 ２３年度実績 ２

務

４年度実績 ２５年度計

部

画

老朽化した事務用椅

一

子の交換 老朽化した事

般

務用椅子の交換 老朽化

会

した事務用椅子の交換

計

老朽化した事務用椅子

庁

の交換
や人事異動等に

用

よって必要に や人事異

備

動等によって必要に や

品

人事異動等によって必

管

要に や人事異動等によ

理

って必要に
なった事務

事

机・椅子の購入を なっ

業

た事務机・椅子の購入

担

を なった事務机・椅子

当

の購入を なった事務机

課

・椅子の購入を
行った

総

。 行った。 行った。 行

務

う。

事務執務に支障が

文

無いように適宜対応で

書

きた。

成果

(できたこ

課

と)

課題

(できなか 

款

 ったこと)

指標名称

項

（単位）
実績値 目標値

目

２２年度 ２３年度 ２４

担

年度 ２５年度 ２７年度

当

 
指標

 
指標

 
他市と

係

の
比較検証

総務係

2 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,257 1,625 2,096 4,417 合計 2,095,527 円
需用費 735,94



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,554 10,105 8,898 10,364 合計 8,897,878 円
賃金 819,468 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 4,170,529 円
役務費 3,878,619 円

一般財源 10,554 10,105 8,898 10,364 委託料 23,214 円
使用料及び賃借料 6,048 円

職員人件費　② 2,175 2,154 2,476 2,579

総事業費（①＋②） 12,729 12,259 11,374 12,943

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

　全

谷

庁的な文書に関する事

市

務を一括して行う

主
た

事

る
内
容

　全庁的な参考

務

図書の追録
ことにより

事

事務の効率化を図る。

業

　文書保存に係る物品

評

の購入
　浄書印刷業務

価

派遣手数料

位
置
づ
け

関

シ

連計画  

根拠法令  

対

ー

象者 市職員 事業期間 ～

ト

実施方法 ■直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

総

２２年度実績 ２３年度

務

実績 ２４年度実績 ２５

部

年度計画

参考図書の追

一

録及び文書保存 参考図

般

書の追録及び文書保存

会

参考図書の追録及び文

計

書保存 参考図書の追録

文

及び文書保存
に必要な

書

物品を整備した。文 に

管

必要な物品を整備した

理

。文 に必要な物品を整

事

備した。文 に必要な物

務

品を整備する。文
書の

事

浄書印刷の一部を派遣

業

業 書の浄書印刷の一部

担

を派遣業 書の浄書印刷

当

の一部を派遣業 書の浄

課

書印刷の一部を派遣業

総

務とし、事務の効率化

務

を図っ 務とし、事務の

文

効率化を図っ 務とし、

書

事務の効率化を図っ 務

課

とし、事務の効率化を

款

図る
た。 た。 た。 。

 

項

参考図書及び文書保存

目

に必要な物品を整備し

担

、かつ、複雑又は大量

当

な文書作成を業務派遣

係

とすることにより、事

文

務の効

成果 率化を図っ

書

ている。

(できたこと

法

)

 インターネットの

規

活用に努め、参考図書

係

の購入の必要性を検討

2

の上、整備していく。

1

課題

(できなか 

 っ

5

たこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



2 16,698 合計 22,741,883 円
需用費 12,537 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 22,729,346 円

一般財源 21,207 27,030 22,742 16,698

職員人件費　② 9,060 8,973 9,196 8,106

総事業費（①＋②） 30,267 36,003 31,938 24,804

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

　全庁的

谷

な文書収配に関する事

市

務を一括して

主
た
る
内

事

容

　全庁的な文書収配

務

に必要な郵便料及び私

事

製
行うことによって事

業

務の効率化を図る。 は

評

がきの購入費用

位
置
づ

価

け

関連計画  

根拠法令

シ

 

対象者 市職員 事業期

ー

間 ～

実施方法 ■直営　

ト

■委託　□指定管理　

（

□補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２２年度実績 ２３

総

年度実績 ２４年度実績

務

２５年度計画

全庁的な

部

文書収配に関する事 全

一

庁的な文書収配に関す

般

る事 全庁的な文書収配

会

に関する事 全庁的な文

計

書収配に関する事
務を

文

一括して行い、事務の

書

効 務を一括して行い、

収

事務の効 務を一括して

配

行い、事務の効 務を一

事

括して行い、事務の効

業

率化を図った。 率化を

担

図った。 率化を図った

当

。 率化を図る。

　一括

課

して文書集配を実施し

総

、事務の効率化を図っ

務

た。文書の発送に当た

文

っては適宜取りまとめ

書

を行い、経費の縮減を

課

図

成果 っている。

(で

款

きたこと)

　さらに安

項

価に利用できるサービ

目

スの有無について情報

担

収集に努める。
課題

(

当

できなか 

 ったこと

係

)

指標名称（単位）
実

文

績値 目標値

２２年度 ２

書

３年度 ２４年度 ２５年

法

度 ２７年度

 
指標

 
指

規

標
 

他市との
比較検証

係

2 1 5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,207 27,030 22,74



名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,726 28,101 28,418 31,228 合計 28,418,137 円
需用費 8,819,182 円

財
　
源

特定財源 27 97 134 113 役務費 28,560 円
委託料 807,450 円

一般財源 25,699 28,004 28,284 31,115 使用料及び賃借料
18,762,945 円

職員人件費　② 2,175 2,154 2,830 3,685

総事業費（①＋②） 27,901 30,255 31,248 34,913

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 コピー代実費徴収金（市役所
１階情報コーナー

Ｄ

分）

２６年度以降の事

　

業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

　全庁で

谷

共有して使う浄書印刷

市

機器の管理を

主
た
る
内

事

容

　浄書、複写及び印

務

刷機器の保守及び借上

事

げ
一括して行うことに

業

よって事務の効率化を

評

図 並びに消耗品の購入

価

を行う。
る。

位
置
づ
け

シ

関連計画  

根拠法令  

ー

対象者 市職員 事業期間

ト

～

実施方法 ■直営　■

（

委託　□指定管理　□

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

総

績

２２年度実績 ２３年

務

度実績 ２４年度実績 ２

部

５年度計画

浄書、複写

一

及び印刷機器の保 浄書

般

、複写及び印刷機器の

会

保 浄書、複写及び印刷

計

機器の保 浄書、複写及

機

び印刷機器の保
守及び

器

借上げ並びに消耗品の

管

守及び借上げ並びに消

理

耗品の 守及び借上げ並

事

びに消耗品の 守及び借

業

上げ並びに消耗品の
購

担

入を行うことにより、

当

事務 購入を行うことに

課

より、事務 購入を行う

総

ことにより、事務 購入

務

を行うことにより、事

文

務
の効率化を図った。

書

庁舎移転 の効率化を図

課

った。複写機の の効率

款

化を図った。 の効率化

項

を図る。印刷機器の
に

目

伴い機器を運搬し、新

担

庁舎 更新を行い、コピ

当

ー使用料の 更新計画に

係

ついて検討する。
印刷

文

室の環境を整備した。

書

削減を図った。

　浄書

法

印刷機器を良好な状態

規

に維持管理し、事務の

係

効率化を図っている。

2

機器の再リース、カラ

1

ーコピーの抑制などに

5

よ

成果 り経費の縮減を図っている。

(できたこと)

　機器の再リース、カラーコピーの抑制を継続し、さらなる経費の縮減に努める。しかし、使用期間が長く、かつ使用頻
課題

度が高い機器については、劣化状況を見ながら適切に機器更新を行う必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標



により運用しており、システムにより可能
他市との な事務の範囲、更新の頻度等は、ほぼ同様の状況である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,161 4,745 5,319 7,893 合計 5,319,489 円
需用費 1,390,914 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,076,375 円
使用料及び賃借料

一般財源 5,161 4,745 5,319 7,893 1,852,200 円

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 5,161 4,745 5,319 7,893

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

５

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 計画推進

度

基本施策 情報共有
施策

　

体系
施策の内容 電子市

刈

役所の推進

目
　
　
　
的

谷

　条例、規則等の改正

市

に伴う法規事務の円滑

事

主
た
る
内
容

　電子例規

務

システム（刈谷市例規

事

集、現行法
化を図る。

業

規及び判例の閲覧、検

評

索がパソコンで可能な

価

　条例、規則等を市民

シ

等に情報提供する。 シ

ー

ステム）の運用におけ

ト

る刈谷市例規集のデ
ー

（

タベース更新を行う。

様

　加除式の刈谷市例規

式

集の追録作成を行う。

１

　刈谷市例規集のホー

）

ムページ公開用データ

会

作成を行う。

位
置
づ
け

計

関連計画  

根拠法令  

名

対象者 対象者を限定せ

担

ず 事業期間 ～

実施方法

当

□直営　■委託　□指

部

定管理　□補助・助成

総

　□その他

務部

一般会計
条例

Ｂ
　
事

・

　
業
　
実
　
績

２２年度

規

実績 ２３年度実績 ２４

則

年度実績 ２５年度計画

等

更新回数　　　　　　

管

　　　 更新回数　　　

理

　　　　　　 更新回数

事

　　　　　　　　　 更

業

新回数　　　　　　　

担

　　
　　市例規集：年

当

4回（定例議　　市例

課

規集：年4回（定例議

総

　　市例規集：年4回

務

（定例議　　市例規集

文

：年4回（定例議
会ご

書

と）、現行法規、判例

課

体 会ごと）、現行法規

款

、判例体 会ごと）、現

項

行法規、判例体 会ごと

目

）、現行法規、判例体

担

系：月2回 系：月2回

当

系：月2回 系：月2回

係

　市の条例、規則等及

文

び業務に関係する法令

書

、判例を迅速に閲覧、

法

検索できることで、事

規

務の効率化を図ってい

係

る。

成果 　市の条例、

2

規則等を市民等に広く

1

情報提供している。

(

5

できたこと)

　
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

 
指標

 
指標

　各市、法規専門の会社のシステムを利用し、データ更新を委託



４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 132 73 126 93 合計 125,580 円
旅費 64,680 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 60,900 円

一般財源 132 73 126 93

職員人件費　② 1,087 215 396 118

総事業費（①＋②） 1,219 288 522 211

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

　

政経営
施策体系

施策の

刈

内容 効率的な行政運営

谷

目
　
　
　
的

　固定資産

市

評価審査委員会の運営

事

を円滑に行

主
た
る
内
容

務

　固定資産評価審査委

事

員会委員等が研修に参

業

う。 加する。

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令  

価

対象者 市職員 事業期間

シ

～

実施方法 ■直営　□

ー

委託　□指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

２２年度実績 ２３年

部

度実績 ２４年度実績 ２

総

５年度計画

○固定資産

務

評価審査委員会運 ○固

部

定資産土地評価実務研

一

修 ○行政管理講座（委

般

員1人、課○行政管理

会

講座（主任主査1人
営

計

研修会（委員1人、主

固

査1人 会（委員2人、

定

主幹1人） 長1人） ）

資

） ○行政管理講座（委

産

員1人、主 ○固定資産

評

評価審査委員会運
○行

価

政管理講座（委員1人

審

、課査1人） 営研修会

査

（委員3人、主任主査

委

長1人） 1人）

　審査

員

申出案件が1件あった

会

が、固定資産評価審査

事

委員会を円滑に運営す

務

ることができた。

成果

事

(できたこと)

　引き

業

続き有益な研修に参加

担

し、委員の専門知識の

当

習得に努めていく。
課

課

題

(できなか 

 った

総

こと)

指標名称（単位

務

）
実績値 目標値

２２年

文

度 ２３年度 ２４年度 ２

書

５年度 ２７年度

活動  

課

研修を受講した委員数

款

（人） 2 3 1 3 3
指標

項

成果  委員１人当たり

目

の受講講座数の平均値

担

（講座） 0.66 1 0

当

.33 1 1
指標

 
他市

係

との
比較検証

文書法規係

2 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２



0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 明治用水土地改良区総代会総
代総選挙委託金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　
Ｌ
　

成

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

２

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

５

　
要

総合計画
分野 産業

年

振興

基本施策 農業
施策

度

体系
施策の内容 生産基

　

盤の強化

目
　
　
　
的

明

刈

治用水土地改良区総代

谷

会総代総選挙

主
た
る
内

市

容

平成24年5月16

事

日任期満了による総選

務

挙
選挙事業 第10区:

事

定数5　　
第11区:

業

定数7
実績　
平成20

評

年度（当初）　369

価

千円

位
置
づ
け

関連計画

シ

根拠法令 土地改良法、

ー

土地改良法施行令等

対

ト

象者 明治用水土地改良

（

区組合員 事業期間 ～

実

様

施方法 ■直営　□委託

式

　□指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 総務

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

２年度実績 ２３年度実

一

績 ２４年度実績 ２５年

般

度計画

　 　 平成24年

会

5月15日 　
　 　 明治

計

用水土地改良区総代会

選

総 　
　 　 代総選挙執行

挙

（無投票） 　
　 　 第1

事

0区：当選人5名 　
　

業

　　――――――― 　

担

　　――――――― 第

当

11区：当選人7名 　

課

　　―――――――

関

総

係法令に則り、適切に

務

選挙事務を執行するこ

文

とができた。

成果

(で

書

きたこと)

課題

(でき

課

なか 

 ったこと)

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

２２年度 ２３年

目

度 ２４年度 ２５年度 ２

担

７年度

指標

指標

他市と

当

の
比較検証

係 総務係

2 4 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 58 0 合計 57,549 円
旅費 3,320 円

財
　
源

特定財源 0 0 58 0 需用費 51,849 円
役務費 2,380 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 566 0

総事業費（①＋②） 0 0 624



財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 愛知用水土地改良区総代会総
代総選挙委託金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　
Ｌ
　

成

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

２

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

５

　
要

総合計画
分野 産業

年

振興

基本施策 農業
施策

度

体系
施策の内容 生産基

　

盤の強化

目
　
　
　
的

愛

刈

知用水土地改良区総代

谷

会総代総選挙

主
た
る
内

市

容

平成24年10月1

事

9日任期満了による総

務

選挙
選挙事業 第12区

事

:定数2
実績
平成20

業

年（当初）234千円

評

位
置
づ
け

関連計画

根拠

価

法令 土地改良法、土地

シ

改良法施行令等

対象者

ー

愛知用水土地改良区組

ト

合員 事業期間 ～

実施方

（

法 ■直営　□委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

総

事
　
業
　
実
　
績

２２年

務

度実績 ２３年度実績 ２

部

４年度実績 ２５年度計

一

画

　 　 平成24年10

般

月2日執行 　
　 　 愛知

会

用水土地改良区総代会

計

総 　
　 　 代総選挙（無

選

投票） 　
　 　 第12区

挙

：当選人2名 　
　　　

事

――――――― 　　　

業

――――――― 　　　

担

―――――――

関係法

当

令に則り、適切に選挙

課

事務を執行することが

総

できた。

成果

(できた

務

こと)

課題

(できなか

文

 

 ったこと)

指標名

書

称（単位）
実績値 目標

課

値

２２年度 ２３年度 ２

款

４年度 ２５年度 ２７年

項

度

指標

指標

他市との
比

目

較検証

担当係 総務係

2 4

Ｃ
　
事
　
業
　

3

コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 46 0 合計 46,420 円
旅費 3,320 円

財
　
源

特定財源 0 0 46 0 需用費 42,420 円
役務費 680 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 566 0

総事業費（①＋②） 0 0 612 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定



きないが、碧南
市は大幅な開票事務簡略化を実現している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 21,397 0 合計 21,396,951 円
賃金 135,763 円

財
　
源

特定財源 0 0 21,397 0 報償費 204,000 円
旅費 4,980 円

一般財源 0 0 0 0 需用費 1,727,995 円
役務費 5,132,682 円

職員人件費　② 0 0 1,061 0 委託料 10,471,620 円
使用料及び賃借料

総事業費（①＋②） 0 0 22,458 0 3,719,911 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 衆議院議員総選挙及び最高裁
判所裁判官国民審査委託金

２６

Ｄ

年度以降の事業費見込

　

0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　
Ｌ
　

成

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

２

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

５

　
要

総合計画
分野

基本

年

施策
施策体系

施策の内

度

容

目
　
　
　
的

衆議院議

　

員総選挙（平成25年

刈

8月29日任期満了

主

谷

た
る
内
容

衆議院議員総

市

選挙にかかわる選挙事

事

務
）を適切に執行する

務

ため ○衆議院小選挙区

事

選出議員選挙
　愛知1

業

3区　定数1名
○衆議

評

院比例代表選出議員選

価

挙
　東海ブロック　定

シ

数21名
○最高裁判所

ー

裁判官国民審査

位
置
づ

ト

け

関連計画

根拠法令 公

（

職選挙法等

対象者 市内

様

有権者 事業期間 ～

実施

式

方法 ■直営　□委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 総務

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２２

一

年度実績 ２３年度実績

般

２４年度実績 ２５年度

会

計画

　 　 平成24年1

計

2月16日執行 　
　 　

選

第46回衆議院議員総

挙

選挙及び 　
　 　 最高裁

事

判所裁判官国民審査 　

業

　 　 　
　　　――――

担

――― 　　　――――

当

――― 　　　――――

課

―――

　事務の効率化

総

に努め、前回選挙（平

務

成21年8月30日執

文

行）と比べて、約26

書

0万円（うち人件費6

課

0万円）の削減を達成

款

する

成果 ことができた

項

。

(できたこと)

　本

目

選挙から投票状況集計

担

システム（iカウンタ

当

ー：携帯電話のメール

係

による投票状況の報告

総

）を導入したが、最初

務

の取
課題

り組みという

係

ことで操作に戸惑い、

2

報告がスムーズに行わ

4

れなかった投票所があ

4

った。
(できなか 

　今後は、操作方法の周知徹底を行う必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

指標

指標
　開票事務に関して、

他市との 　本市の開票決了時間：1時40分、碧南市の開票決了時間：11時00分
比較検証 　有権者数が異なるため（本市：約11万人、碧南市：約5万人）、一概に比較することはで


